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2026 年１月５日 

各 位 

会社名 株式会社クスリのアオキホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 青木 宏憲 

 (コード番号 3549 東証プライム） 

問合せ先 取締役管理部門担当  八幡 亮一 

 (T E L    076-274-6115） 

 

 

株式会社キューピットの事業譲受に関するお知らせ 

 

 

当社は、2025年 12月 25日開催の取締役会において、株式会社キューピット（以下、「キューピット」と

いいます。）との間で、キューピットが展開するスーパーマーケット事業を当社子会社である株式会社クス

リのアオキ（以下、「クスリのアオキ」といいます。）が譲り受けることについて、事業譲渡契約を締結す

ることを決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

1． 事業譲受の理由 

当社は、「健康と美と衛生」を通じての社会貢献を経営理念とし、ドラッグストア及び調剤薬局の運

営を行っております。当社グループは、北信越、東北、関東、東海、関西、四国の 26 府県にドラッグ

ストア 1,066 店舗（内調剤薬局併設 688 店舗）、専門調剤薬局６店舗、スーパーマーケット 17 店舗の

合計 1,089 店舗を展開しております。当社グループは、利便性と専門性の強化をコンセプトとし、医薬

品や化粧品、日用雑貨等に加えて、食品の販売も強化をしており、大型店においては生鮮三品の取り扱

いもしております。 

一方、キューピットは、新潟県に食品スーパーを 12 店舗展開しており、創業以来地域に貢献し、地

域に暮らす方々に支持され続けている企業です。 

この度、キューピットよりスーパーマーケット事業を譲り受けることにより、食品スーパーの持つ新

鮮な食材の品揃えとドラッグストアの持つヘルス＆ビューティーや日用品の品揃え、また処方箋を取り

扱う調剤薬局を組み合わせることで、地域のお客様にとってより一層ご愛顧いただける店舗を作ること

ができると判断し、クスリのアオキが事業譲受することといたしました（以下、「本件事業譲受」とい

います。）。譲受店舗については、今後、お互いの強みを生かした、さらにお買い物のしやすい店舗へ

の改装計画を策定したうえ、当該改装計画の実施を進めていく予定です。 

本件事業譲受により、当社は新潟県における店舗数を拡大することになります。キューピットの店舗

及びノウハウを活用し、当社グループの北陸地区におけるドミナントを強化することで、今後、当社グ

ループの一層の企業価値向上に努めてまいります。 

 

２．事業譲受の概要 

（１）譲受事業の内容 

 キューピットが運営するスーパーマーケット事業及びその他付随する資産 

 

（２）譲渡会社の直前事業年度における決算数値 

会社名 決算期 売上高 

株式会社キューピット 2025 年７月期 9,128 百万円 

 

（３）譲受事業の資産・負債の項目及び金額並びに譲受価額及び決済方法 

 当事者間の守秘義務に基づき非公開とさせていただきます。 
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３．相手先の概要 

 

４．日程 

（１）当社取締役会決議日    2025 年 12 月 25 日 

（２）事業譲渡契約締結日    2025 年 12 月 26 日 

（３）事業譲渡日        2026 年 ２月 24 日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

   本件事業譲受は、企業結合に関する会計基準上の「取得」に該当する見込みです。この処理に伴う 

のれんの計上額は現在精査中でありますが、その影響は軽微であると見込まれます。 

 

６．今後の見通し 

当社連結業績に与える影響につきましては現在精査中でありますが、その影響は軽微であると見込ま

れます。 

 

 

（参考）当期業績予想及び前期実績                       （単位：百万円） 

 
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に帰属

する当期純利益 

当期業績予想 

（2026 年５月期） 
560,000 23,000 22,700 15,500 

前期実績 

（2025 年５月期） 
501,470 26,601 27,513 17,786 

 

 

以上 

（１）名称 株式会社キューピット 

（２）所在地 新潟県新潟市東区紫竹七丁目 12 番１号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役 堀川 裕司 

（４）事業内容 スーパーマーケット事業及び生鮮食品のプロセスセンターの運営 

（５）資本金 50 百万円 

（６）設立年月 1973 年 7 月 21 日 

（７）上場会社と当該会社の関係 
記載すべき資本関係、人的関係はありません。 

関連当事者には該当いたしません。 


